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第１４章 災害警備計画 

 

基本的な考え方 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、陸上及び海上における災害の発生

を防御し、又は災害の拡大を防止するため、早期に警備体制を確立し、犯罪の予防、交通の規

制等応急対策を実施して、生命、財産の保護並びに社会秩序の維持に当たる。 
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第１節 陸上警備対策 

 

第１項 警備体制（災害警備実施計画） 

１ 警察職員の招集・参集 

警察職員は、町内に災害が発生し、又は発生が予想される場合は、あらかじめ定められた

ところにより、非常招集又は非常参集するものとする。 

２ 警備体制の種別 

(1) 第１次体制 

大雨、暴風、洪水、高潮等の気象警報が発せられ、その他災害に関する事前情報等から判

断して被害の発生が予想されるとき。 

(2) 第２次体制 

大雨、暴風、洪水、高潮等の気象警報が発せられ、その他災害に関する事前情報等から判

断して相当の被害の発生が予想されるとき。 

(3) 第３次体制 

大雨、暴風、洪水、高潮等により、大規模な災害が発生し、又はまさに発生しようとして

いるとき。 

３ 警備本部の設置 

町内に警戒体制及び非常体制を要する災害が発生した場合は、県警察本部及び岩国警察署

に所要の災害警備本部を設置する。 

県に災害対策本部が設置された場合には、災害警備本部は、県本部の公安部としての活動

を実施する。 

４ 災害警備本部の組織等 

災害警備本部の組織、事務分掌及び警備部隊の編成、運用は、山口県警察災害警備計画の

定めるところによる。 

 

第２項 警備対策（災害警備実施計画） 

大規模な被害が発生した場合における警備対策は、次のとおりとする。 

１ 情報の収集等 

(1) 被害状況の把握 

警備体制を要する災害が発生した場合、直ちに、被害実態を把握するため、ヘリコプター

による上空からの被害情報の収集を行うほか、併せて交番、駐在所、パトカー、白バイ等の

勤務員をもって地上からの情報収集に当たる。 

(2) 災害情報の交換 

防災関係機関等と連携し、相互の災害情報の交換を行い、実態的な被害の把握に努める。 

２ 救出救助活動等 

(1) 機動隊等の出動 

把握した被害状況に基づき、迅速に機動隊・管区機動隊等を被災地管轄警察署等に出動さ

せる。 

また、被害の状況により他都道府県警察の広域緊急援助隊の応援を要請する。 

(2) 警察署等における救出救助活動 

被災地を管轄する岩国警察署長は、自署員及び応援部隊により救出救助部隊を速やかに編

成し、被害の実態に応じた効率的、効果的な救出救助活動を行う。 

また、岩国地区消防組合・自衛隊等防災関係機関の現場責任者との連携を密にし、現場で

の活動が円滑に行えるように配意する。 

(3) 行方不明者の捜索等 

行方不明者の捜索及び関連情報の収集を行うとともに、必要な手配を行う。 

３ 避難誘導等 

避難誘導を行うに際しては、町等関係機関と連携し、被災地域、災害危険箇所等現場の状

況を把握し、安全な避難経路を選定して行う。 

また、障害者等の要配慮者については、できるだけ車両等を利用するなど、避難の手段、
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方法等について配意する。 

４ 危険箇所等における避難誘導等の措置 

石油コンビナート等の危険物施設、火災原因となるおそれのある薬品を管理する施設等の

危険箇所について、速やかに、災害発生の有無について調査を行う。 

また、当該施設等の管理者等から二次災害のおそれがある旨の通報を受けた場合は、施設

内滞在者及び施設周囲住民の避難誘導や交通規制等災害の拡大を防止するための的確な措置

をとる。 

５ 交通規制の実施 

(1) 緊急交通路の確保 

災害による被害が発生し又は発生するおそれがある場合において、公安委員会が災対法第

７６条第１項に基づき、災害応急対策上、緊急の必要があると認める場合は、区域内又は区

間を指定し、緊急通行車両以外の車両の通行を禁止し又は制限し、緊急通行車両の通行を確

保する。 

(2) 一般規制の実施 

被災地域への緊急性の少ない車両の流入を抑止するため、広報及び必要な交通規制を実施

するとともに、被災地域から避難する車両等流出する車両の誘導を行うなど、交通総量の削

減措置を講じる。 

(3) 緊急交通路等機能の確保 

ア 災害による被害発生時における緊急交通路の確保のために行われた通行禁止等の交通規

制の区域又は区間において、車両又は物件等が緊急通行車両の通行の妨害となり、災害応

急対策に著しい支障がある場合で必要と認めるときは、災対法第７６条の３に基づき、そ

の物件の管理者等に対し、道路外等への移動命令等必要な措置をとる。 

イ 信号機の滅灯に対処するため、警察官による交通整理を行うとともに、信号機の早期機

能回復措置を講じるものとする。 

６ 遺体捜索・検視等 

警察の行う応急活動に付随して、町が行う遺体の捜索に協力する。また、医師等との連携

に配意し、迅速な検視、身元の確認、遺族等への遺体の引き渡し等に努める。 

７ 二次災害の防止 

二次災害のおそれのある災害危険箇所等の調査を実施し、把握した情報について町災害対

策本部に連絡するとともに、関係機関等と連携して関係住民の避難措置をとる。 

８ 社会秩序の維持 

被災地域等における援助物資の搬送路及び集積地での混乱、避難所内でのトラブル等の防

止のため、警ら等を強化する。また、被災地等で発生しがちな悪徳商法等の生活経済事犯、

窃盗犯、粗暴犯、暴力団による民事介入暴力等の取締り等を重点に、被災地の社会秩序の維

持に努める。 

９ 災害情報等の伝達 

(1) 被災者等のニーズに応じた情報の伝達 

災害関連情報、避難措置に関する情報、交通規制等警察措置に関する情報等被災者等のニ

ーズに応じた情報を、部内外の広報媒体を幅広く活用して伝達する。 

(2) 相談活動の実施 

被災者の肉親等の相談に応じるため、行方不明者相談所、消息確認電話相談窓口の設置等

を行う。 

また、避難所等の被災者の不安を和らげるため移動交番の開設、警察官の立寄り等の活動

も推進する。 

10 通信の確保 

災害により被害が発生し又は発生が予想される場合は、警察通信施設及び資機材の適切な

運用によって、災害時における通信連絡の確保を図るものとする。 

（注）本節に掲げる事項についての活動の詳細は、警察本部及び警察署が災害警備計画で

示す。 
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第２節 海上警備対策 

 

第１項 治安の維持 

管区海上保安本部・海上保安部署は、海上交通の安全を確保するため、次の措置を講じるもの

とする。 

１ 巡視船艇及び航空機を災害発生地域の所要の海域に配備し、犯罪の予防、取締りを行うもの

とする。 

２ 巡視船艇及び航空機により、警戒区域又は重要施設周辺海域の警戒を行うものとする。 

３ 治安の維持に必要な情報の収集を行うものとする。 

 

第２項 海上交通安全の確保 

管区海上保安本部・海上保安部署は、海上交通の安全を確保するため、次の措置を講じるもの

とする。 

１ 災害による危険が予想される海域に係る港及び沿岸付近にある船舶に対し、港外、沖合等安

全な海域への避難を勧告するとともに、必要に応じて、入港を制限し、又は港内に停泊中の船

舶に対して移動を命じる等、規制を行うものとする。 

２ 船舶交通の輻輳が予想される海域においては、必要に応じて船舶交通の整理・指導を行うも

のとする。この場合、緊急輸送を行う船舶が円滑に航行できるよう努める。 

３ 海難の発生その他の事情により、船舶交通の危険が生じ又は生じるおそれがあるときは、必

要に応じて船舶交通を制限し又は禁止するものとする。 

４ 海難船舶又は漂流物・沈殿物その他の物件により、船舶交通の危険が生じ又は生じるおそれ

があるときは、速やかに必要な応急措置を講じるとともに、船舶所有者等に対し、これらの除

去、その他船舶交通の危険を防止するための措置を講ずべきことを命じ又は勧告するものとす

る。 

５ 水路の水深に異常を生じたと認められるときは、必要に応じて調査を行うとともに応急標識

を設置する等により水路の安全を確保する。 

６ 航路標識が損傷又は流出したときは、速やかに復旧に努めるほか、必要に応じて、応急標識

の設置に努めるものとする。 

７ 船舶交通の混乱を避けるため、災害の概要、港湾・岸壁の状況、関係機関との連絡手段等、

船舶の安全な運航に必要と思われる情報について、無線等を通じ船舶への情報提供を行う。 

 

第３項 通信の確保 

管区海上保安本部・海上保安部署は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に、必要

な通信を確保するため、次に掲げる措置を講じるものとする。 

１ 情報通信施設の保守に努め、また、その施設が損壊したときは、あらゆる手段を用いて必要

な機材を確保し、その復旧に努める。 

２ 携帯無線機、携帯電話、衛星通信装置等を搭載した巡視船艇を、必要に応じて、被災地前面

海域等に配備し、通信の代行を行わせる。 

３ 非常の場合の通信を確保するため、通信施設の配備及び通信要員の配置を行う。 

また、関係機関から災害に関する重要な通報の伝達について要請があったときは、速やかに

その要請に応じる。 

４ 関係機関との通信の確保は、防災行政無線、携帯無線機、携帯電話、衛星通信装置等利用可

能なあらゆる手段を活用するとともに、職員を派遣し、又は関係機関等の職員の派遣を要請す

る。 


